
２００９年　教育委員会　重大ニュース
課名 項目 内容

1 総務課他 教育委員会、とまりんへ一時移転 昭和41年3月3日の落成時には「鉄筋コンクリート4階建てのデラックスな」と言われた庁舎も44年を経過し老朽化してきたこともあり、
12月28日にとまりんに一時移転した。Ｈ24年には総合庁舎に入ることになる。

2
学校給食室・給
食センター

学校給食費を１２年ぶりに改定する
ことが決定

①�平成22年４月実施（前回改定平成９年から12年ぶり）②�小学校と中学校ともに、月額500円値上。小学校 現行3,800円→改訂後
4,300円、中学校　現行4,300円→改訂後4,800円

3
生涯学習課・総合
青少年課・総務課

「なは教育の日」式典の開催、「や
る気・元気旗頭フェスタｉｎなは」
の開催。

「なは教育の日」の式典が１２月１２日(土)に行なわれた。
一部の表彰において、教育長賞の表彰を行った。与儀公園Ｄ５１ボランティア塗装作業で沖縄県自動車整備車体協同組合に感謝状を贈
呈。二部では、小中高校生、教諭、自治会長、行政職員による演劇「はばたけ！なはの子」が披露され、子ども達の健やかな成長を市民
みんなで願い取り組んでいく姿に感動と共感の輪が広がった。１月末日まで、関連事業が行われる。
１２月１３日に、新都心公園で市内全小学校、中学校が参加して「やる気・元気旗頭フェスタｉｎなは」が盛大に行われた。

4 総合青少年課 深夜はいかい防止「Ｇｏ家運動」推
進を民間企業と連携する

那覇市内でスーパーマーケットを運営する大手小売店業４社と深夜徘徊防止運動の協力を締結。内容は、①深夜徘徊となる２２時前に児
童生徒の帰宅を促す放送の実施。②そのポスターの掲示。タクシー協会が、Ｇｏ家運動ステッカーを1,200台のタクシーに貼ることに
なった。

5
学校教育課・学
務課・総務課

那覇市立新都心第二小学校(仮称)の
校名「天久小学校」及び校区の決定

地域説明会を開催し、校区を決定した。安謝小校区・銘苅小校区の児童・保護者・地域住民から、校名候補案を募集し、その中から選考
委員会で選考し、教育委員会議（10/22）において決定した。

6

学校教育課・学
校給食室・給食
センター・総務
課

新型インフルエンザの流行・蔓延 新型インフルエンザの流行・蔓延により、学級閉鎖・休校が相次ぐ。(12/7現在で、小学校146クラス、中学校45クラスの学級閉鎖があ
り、小・中学校あわせて37学年の学年閉鎖、5校の学校閉鎖があった。）

7
生涯学習課・市民
スポーツ課・文化
財課・公民館

施設使用料が改定される 公民館においては、初めての使用料の徴収。学校の体育施設、玉陵・識名園等においては、値上げを行う。

8 文化財課 国指定重要文化財「新垣家住宅」保
存修理事業開始

2009年3月8日に登窯（東ヌカマ）が崩落した。これを受けて主屋・工房等を含む「新垣家住宅」について保存修理事業を開始した。（平
成27年度まで）

9
施設管理課・
生涯学習課

城岳小学校体育館改築工事（完成）
上山中学校地域学校連携施設開始

当体育館は、昭和43年7月に建設され、40年間に渡り城岳小のこどもたちや、各種スポーツやレクレーション会場として地域住民はもと
より多くの市民に利用され、愛されてきました。しかし、老朽化のため平成20年12月より解体工事が始まり、今年11月に新しく生まれ変
わりました。その概要は、床面積1,21５㎡、鉄筋コンクリート（一部鉄骨）造、地上2階建で、子供たちがスポーツやレクレーションを
通して心身を鍛えるとともに、地域に開かれた体育館施設として、多くの市民に親しまれ利用されることを期待します。
市内で２３番目の地域学校連携施設が上山中学校内に開設。学校・PTA関係のみでなく、地域のコミュニティー施設としてサークル活
動、地域交流事業、レクリエーション活動の場として利用できる。

10

学校教育課・学
務課・市民ス
ポーツ課・施設
管理課・教育研
究所・公民館・
図書館

国の大型補正相次ぐ（経済危機対策
臨時交付金、緊急臨時雇用対策等）

５０型以上の地上デジタル放送対応テレビを小学校は各教室に740台、中学校は学年室及び理科室に90台を整備予定。新学習指導要領の
円滑な実施のため、総額5,300万円分の理科備品を整備予定。
AED（自動体外式除細動器）を小学校3１台、中学校1６台、及び寄贈（外為どっとコム）より小学校3台設置する。「緑のカーテン事業」
を拡大、全小中学校、体育館、公民館、図書館で実施する。地上デジタル放送用アンテナの設置。小学校（一部）、中学校（全部）に設
置されている教育用パソコンを入れ替えた。

10総合青少年課
「子ども理解のための支援記録簿」
作成のためプロジェクトチームを設
置

「新たな支援記録簿」の作成・運用に向けて、本市教育委員会事務局内に同支援記録簿作成プロジェクトチームを6月１９日に設置し、
同支援記録簿運用上の課題等について検討した。
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